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仕  様  書 
 

１ 件 名 

  １３号建物小型貫流ボイラー点検保守役務 

２ 場 所 

  神奈川県相模原市南区新戸２９５８番地 陸上自衛隊座間駐屯地内 

３ 概 要 

  小型貫流ボイラー点検保守及び部品交換一式 

共通仕様書 
１  一般事項 

(1)  適 用 

   本仕様書によるほか国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築保全業務共通仕様書 

  （最新版）」（以下「保全共通仕様書」という。）は、建築物及びその附帯施設（以下 

  「建築物等」という。）の定期点検、臨時点検、日常点検、保守、運転・監視、清掃 

  、執務環境測定等及び警備に関する業務委託に適用する。また、メーカー取扱要領に 

  指定がある場合及び官側の指示に併せて適用する。 

 (2) 保全共通仕様書に規定する事項は、別の定めがある場合を除き、受注者の責任にお 

  いて履行すべきものとする。 

 

２ 用語の定義 

 (1) 「建築物」とは、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号で規定す 

  る建築物をいう。 

 (2) 「施設管理担当者」とは、契約図書に規定する施設管理担当者をいい、建築物等の 

  管理に携わる者で、保全業務の監督を行うことを発注者が指定した者（検査官及び監 

  督官）をいう。 

 (3) 「受注者等」とは、当該業務契約の受注者または契約書の規定により定めた受注者 

  側の業務責任者（現場代理人）をいう。 

 (4) 「業務責任者」とは、業務を総合的に把握し、業務を円滑に実施するために施設管 

  理担当者との連絡調整を行う者で、現場における受注者側の責任者（現場代理人）を 

  いう。なお、駐屯地内での業務実施時は、常駐とする。 

 (5) 「業務担当者」とは、業務責任者の指揮により業務を実施する者で、現場における 

  受注者側の担当者をいう。 

 (6) 「業務関係者」とは、業務責任者及び業務担当者を総称していう。 

 (7) 「施設管理担当者の承諾」とは、受注者等が施設管理担当者に対し書面で申し出た 

  事項について、施設管理担当者が書面をもって了解することをいう。 

 (8) 「施設管理担当者の指示」とは、施設管理担当者が受注者等に対し、業務の実施上 

  必要な事項を、書面によって示すことをいう。 

 (9) 「施設管理担当者と協議」とは、協議事項について、施設管理担当者と受注者等と 

  が結論を得るために合議し、その結果を書面に残すことをいう。 

(10) 「施設管理担当者の検査」とは、業務の各段階で、受注者等が実施した結果等につ 

  いて提出した資料に基づき、施設管理担当者が契約図書との適否を確認することをい 

  う。 

(11) 「施設管理担当者の立会い」とは、業務の実施上必要な指示、承諾、協議及び検査 

  を行うため、施設管理担当者がその場に臨むことをいう。 
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(12) 「施設管理担当者に報告」とは、受注者等が施設管理担当者に対し、業務の状況又 

  は結果について書面をもって知らせることをいう。 

(13) 「施設管理担当者に提出」とは、受注者等が施設管理担当者に対し、業務に関わる 

  書面その他の資料を説明し、差し出すことをいう。 

(14) 「業務検査」とは、契約書に規定するすべての業務の完了の確認または毎月の支払 

  の請求に係る業務の終了の確認をするために発注者が指定した者が行う検査をいう。 

(15) 「作業」とは、共通仕様書で定める建築物等の定期点検、臨時点検、日常点検、保 

  守運転・監視、清掃、執務環境測定等及び警備に当たる作業をいう。 

(16) 「必要に応じて」とは、これに続く事項について、受注者等が作業の実施を判断す 

  べき場合においては、あらかじめ施設管理担当者の承諾を受けて対処すべきことをい 

  う。 

(17) 「原則として」とは、これに続く事項について、受注者等が遵守すべきことをいう 

  が、あらかじめ施設管理担当者の承諾を受けた場合は、他の手段によることができる 

  ことをいう。 

(18) 「点検」とは、建築物等の部分について、損傷、変形、腐食、異臭その他の異常の 

  有無を調査することをいい、保守またはその他の措置が必要か否かの判断を行うこと 

  をいう。 

(19) 「定期点検」とは、当該点検を実施するために必要な資格または特別な専門的知識 

  を有する者が定期的に行う点検をいい、性能点検、月例点検、シーズンイン点検、シ 

  ーズンオン点検及びシーズンオフ点検を含めていう。 

(20) 「臨時点検」とは、当該点検を実施するために必要な資格または特別な専門的知識 

  を有する者が、台風、暴風雨、地震等の災害発生直後及び不具合発生時等に臨時に行 

  う点検をいう。 

(21) 「日常点検」とは、目視、聴音、触接等の簡易な方法により、巡回しながら日常的 

  に行う点検をいう。 

(22) 「法定点検」とは建築物の保全の関係法令に基づき実施することが規定されている 

  点検をいう。 

(23) 「１２条点検」とは、建築基準法第１２条第２項及び第４項で定める点検または官 

  公庁施設の建設等に関する法律（昭和２６年法律第１８１号以下「官公法」という） 

  第１２条第１項及び第２項で定める点検により、建築物等の損傷、腐食、劣化等の状 

  況を点検することをいう。 

(24) 「保守」とは、点検の結果に基づき建築物等の機能の回復または危険の防止のため 

  に行う消耗部品の取替え、注油、塗装その他これらに類する軽微な作業をいう。 

(25) 「運転・監視」とは、施設運営条件に基づき、建築設備を稼動させ、その状況を監 

  視し、制御することをいう。 

(26) 「清掃」とは、汚れを除去すること及び汚れを予防することにより仕上げ材を保護 

  し、良好な環境を保つための作業をいう。 

(27) 「執務環境測定等」とは、照度測定、吹付け石綿等の点検等に関する業務をいう。 

 

３ 受注者の負担の範囲 

 (1) 業務の実施に必要な施設の電気、ガス、水道等の使用に係る費用は、特記がある場 

  合を除き受注者の負担とする。ただし、事前に施設管理担当者（監督官）と調整し承 

  諾された試運転調整等は除く。 
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 (2) 点検に必要な工具、計測機器等の機材は、設備機器に附属して設置されているもの 

  を除き、受注者の負担とする。 

 (3) 保守に必要な消耗部品、材料、油脂等は、受注者の負担とする。ただし特記仕様書 

  に記載された支給材料を除く。 

 (4) 清掃に必要な資機材は、受注者の負担とする。ただし、特記仕様書に記載された支 

  給品とされた衛生消耗品を除く。 

 

４ 疑義に対する協議等 

  仕様書に定められた内容に疑義が生じた場合は、施設管理担当者（検査官または監督 

 官）と協議するとともに記録を整備する。 

 

５ 関係法令等の遵守 

  業務の実施に当たり、適用を受ける関係法令等を遵守し、業務の円滑な遂行を図る。 

 

６ 非常時の対応 

 (1) 地震、暴風、豪雨その他の自然災害に備え、あらかじめ施設管理担当者と協議し、 

  非常時の指揮命令系統、連絡体制及び対応方法を定めておく。 

 (2) 業務関係者が建築物等に常駐して行う業務において、被害を及ぼす可能性のある暴 

  風、豪雨等に関する気象予報が発令された場合は、建築物等を巡回し、被害の未然防 

  止のための必要な措置を講ずる。 

 (3) 災害が発生した場合は、人命の安全確保を優先する。また、受注している業務の継 

  続が困難となった場合は、速やかに施設管理担当者に報告する。 

 (4) 施設管理担当者との協議により、保全業務について応急的な支援を行う。 

 (5) 当該支援にかかる費用は、施設管理担当者との協議による。 

 

７ 業務関係図書 

 (1) 業務計画書 

  ア 業務責任者は、適切な業務の実施に先立ち、実施体制（非常時の対応を含む）、 

   全体工程、業務担当者が有する資格等、必要な事項を総合的にまとめた業務計画書 

   を作成し、施設管理担当者の承諾を受ける。 

  イ 業務関係者が施設に常駐して行う業務においては、受注者は業務関係者の労務管 

   理について適切に行うよう計画する。 

 (2) 作業計画書 

   業務責任者は、業務計画書に基づき作業別に、実施日時、作業内容、作業手順、作 

  業範囲、業務担当者、安全管理の内容等を具体的に定めた作業計画書を作成して、作 

  業開始前に施設管理担当者の承諾を受ける。 

 

８ 貸与資料 

 (1) 貸与資料は、特記による。なお、点検対象の設備機器等に備え付けの図面、取扱説明 

  書等は使用することができる。ただし、作業終了後は、原状に復するものとする。 

 (2) 業務の履行の目的以外で第三者に使用または閲覧させてはならない。また、その内 

  容を漏洩してはならない。ただし、使用または閲覧について、あらかじめ監督官の承 

  諾を受けた場合は、この限りでない。 
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９ 業務の記録 

 (1) 施設管理担当者と協議した結果について、記録を整備する。なお、書式は、「工事打 

  合せ簿」を基本とする。 

 (2) 業務の全般的な経過を記載した書面を作成する。ただし、同一業務内容を連続して 

  行う場合は、施設管理担当者と協議の上、省略することができる。 

 (3) 一業務が終了した場合には、その内容を記載した書面を作成する。 

 (4) (1)から(3)までの記録について、施設管理担当者より請求された場合は、提出また 

  は提示する。 

 

10 業務現場管理 

 (1) 業務管理 

   本仕様書に適合する業務を完了させるために、業務管理体制を確立し、品質、工程、 

  安全等の業務管理を行う。 

 (2) 業務責任者（現場代理人） 

  ア 受注者は、業務責任者（現場代理人）を定め施設管理担当者に届け出る。また、業 

   務責任者を変更した場合も同様とする。 

  イ 業務責任者（現場代理人）は、業務担当者に業務目的、作業内容及び施設管理担当 

   者の指示事項等を伝え、その周知徹底を図る。 

  ウ 業務責任者は、業務担当者以上の経験、知識及び技能を有する者とする。なお、業 

   務責任者は業務担当者を兼ねることができる。 

 

11 業務条件 

 (1) 駐屯地内での業務を行う日及び時間は、平日０８：３０～１７：００までとし土曜 

  日、日曜日及び祝祭日の業務は原則として実施しない。ただし、やむを得ない事情に 

  より契約図書に定められた業務を行う日及び時間を変更する必要がある場合には、あ 

  らかじめ施設管理担当者の承諾を受ける。 

 (2) 業務用車両の駐車場所及び資機材の置場所は、監督官の指示による。 

 

12 電気工作物の保安業務 

 (1) 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）による事業用（自家用）電気工作物の維持 

  及び運用の保安に関する事項に係る業務は、特記による。 

 (2) (1)の実施に当たり、受注者等は同法令に従い、電気工作物の保安体制を確立する。 

 (3) (1)に係る業務を実施する場合には、発注者が定める事業用（自家用）電気工作物保 

  安規程（以下「保安規程」という。）に従うものとし、電気主任技術者の監督下におい 

  て、保安の確保に努める。 

 

13 業務の安全衛生管理 

 (1) 業務担当者の労働安全衛生に関する労務管理については、業務責任者がその責任者 

  となり、関係法令に従って行う。 

 (2) 業務の実施に際し、石綿またはＰＣＢの使用を確認した場合は、施設管理担当者に 

  報告する。 

 

14 災害等発生時の安全確保 

  災害及び事故が発生した場合は、人命の安全確保をすべてに優先させるとともに、二 

 次災害が発生しないよう工事現場の安全確保に努め、直ちにその経緯を監督官に報告す 

 る。 
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15 火気の取扱い 

  作業に当たり、原則として火気は使用しない。ただし、やむを得ず火気を使用する場 

 合または作業で火花等が発生する場合は、あらかじめ施設管理担当者の承諾を受けるも 

 のとし、その取扱いに十分注意するとともに、次に示す火災防止の措置を講ずる。 

 (1) 使用する火気に適した種類及び容量の消火器等を設置する。 

 (2) 火気の使用箇所付近に可燃性のもの及び危険性のあるものを置かない。 

 (3) 火気の使用箇所付近は、防炎シート等による養生及び火花の飛散防止措置を講ずる。 

 (4) 作業終了後は、十分に点検を行い、異常のないことを確認する。 

 

16 出入り禁止箇所 

  業務に関係のない場所及び室への出入りは禁止する。 

 

17 業務の実施 

 (1) 業務担当者 

  ア 業務担当者は、その作業等の内容に応じ、必要な知識及び技能を有する者とする。 

  イ 関係法令により作業等を行う者の資格が定められている場合は、当該資格を有す 

   る者が当該作業等を行う。 

  ウ 業務関係者は、業務及び作業に適した服装並びに履物で業務を実施する。 

 (2) 別契約の業務等 

  ア 業務に密接に関連する別契約の業務の有無は、特記による。 

  イ 業務責任者は、施設管理担当者の監督下において、別契約の業務の業務責任者と 

   の調整を図り、円滑に業務を実施する。 

 (3) 施設管理担当者の立会い 

   作業等に際して施設管理担当者の立会いを求める場合は、あらかじめ申し出る。 

 

18 業務の報告等 

 (1) 業務の報告は、業務責任者が作業等の結果を記載した業務報告書を作成し、あらか 

  じめ施設管理担当者と協議して定めた日に施設管理担当者に提出することにより行 

  う。 

 (2) 点検、定期点検、臨時点検または日常点検においては、あらかじめ施設管理担当者 

  と打合せの上、定められた様式により報告する。 

 (3) 施設管理担当者が施設等の維持管理または建物の維持保全計画若しくは長期修繕計 

  画の作成または見直しを行う場合に助言を求めた際、受注者の立場から適切な技術的 

  助言を行う。 

 (4) 施設等に事故や重大な不具合が発生した場合において、迅速かつ有効な再発防止対 

  策につなげるという公益性の観点から施設管理担当者の求めに応じて報告書の作成助 

  言等、必要な協力を行う。 

 

19 環境への配慮 

  国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年法律第 100 号）に基 

 づく特定調達品目の適用は、特記による。 

 

20 材 料 

 (1) 環境への配慮 
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  ア 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 (平成 12 年法律第 100号（以 

   下「グリーン購入法」という。) に基づき、環境負荷を低減できる材料の選定に努 

   める。 

  イ 使用する材料は、揮発性有機化合物の放散による健康への影響に配慮し、かつ、 

   石綿を含有しないものとする。 

 (2) 材料の品質等 

   使用する材料は、設計図書に定める品質及び性能を有するものとし、新品とする。 

  ただし、設計図書に定めのある場合は、この限りでない。なお、「新品」とは、品質及 

  び性能が製造所から出荷された状態であるものを指し、製造者による使用期限等の定 

  めがある場合を除き、製造後一定期間以内であることを条件とするものではない。 

 (3) 使用する材料が、設計図書に定める品質及び性能を有することの証明となる資料を、 

  監督官に提出する。ただし、設計図書に定めるＪＩＳまたはＪＡＳの材料で、ＪＩＳ 

  またはＪＡＳのマーク表示のあるものを使用する場合またはあらかじめ監督官の承諾 

  を受けた場合は、この限りでない。 

 (4) 調合を要する材料は、調合表等を、監督官に提出する。 

 (5) 設計図書に定める材料の見本を提示または提出し、材質、仕上げの程度、色合、柄等 

  について、監督官の承諾を受ける。 

 

21 材料の搬入 

  作業現場へ材料を搬入するごとに、監督官に報告する。ただし、あらかじめ監督官の 

 承諾を受けた場合は、この限りでない。 

 

22 材料の検査等 

 (1) 作業現場に搬入した材料は、種別ごとに監督官の検査を受ける。ただし、あらかじ 

  め監督官の承諾を受けた場合は、この限りでない。 

 (2) (1)による検査の結果、不合格となった材料は、直ちに作業現場外に搬出する。 

 (3) 設計図書に定めるＪＩＳ若しくはＪＡＳのマーク表示のある材料または規格、基準 

  等の規格証明書が添付された材料は、設計図書に定める品質及び性能を有するものと 

  して取扱うことができる。 

 

23 材料の検査に伴う試験 

 (1) 材料の品質及び性能を試験により証明する場合は、設計図書に定める試験方法によ 

  る。ただし、設計図書に定めがない場合は、監督官の承諾を受けた試験方法による。 

 (2) 試験の実施に当たり、試験計画書を作成し、監督官の承諾を受ける。 

 (3) 試験は、監督官の立会いを受けて行う。ただし、あらかじめ監督官の承諾を受けた 

  場合は、この限りでない。 

 (4)  試験の結果は、監督官に報告する。 

 

24 材料の保管 

  搬入した材料は、工事に使用するまで、破損、変質等がないよう保管する。なお、搬入 

 した材料のうち、破損、変質等により工事に使用することが適当でないと監督官の指示 

 を受けたものは、工事現場外に搬出する。 

 

 

 

 

件  名 １３号建物小型貫流ボイラー点検保守役務 図面番号 ７／１７ 

種  別 仕様書（共通仕様書） 縮  尺  

陸上自衛隊座間駐屯地業務隊管理科 

 



25 作業中の環境保全等 

 (1) 建築基準法、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 (平成 12 年法律第 104 

  号。以下「建設リサイクル法」という。) 、環境基本法 (平成 5 年法律第 91 号)、騒 

  音規制法 (昭和 43年法律第 98号)、振動規制法 (昭和 51 年法律第 64号)、大気汚染 

  防止法 (昭和 43年法律第 97号) 、水質汚濁防止法 (昭和 45年法律第 138号)、廃棄 

  物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45年法律第 137号。以下「廃棄物処理法」とい 

  う。)、土壌汚染対策法 (平成 14年法律第 53号) 、資源の有効な利用の促進に関する 

  法律 (平成 3年法律第 48号。以下「資源有効利用促進法」という。) その他関係法令 

  等に基づくほか、建設副産物適正処理推進要綱(平成 5年 1月 12日付建設省経建発第 

  3号)を踏まえ、工事の施工の各段階において、騒音、振動、粉じん、臭気、大気汚染、 

  水質汚濁等の影響が生じないよう、周辺の環境保全に努める。 

 (2) 仕上塗材、塗料、シーリング材、接着剤その他の化学製品の取扱いに当たり、当該製 

  品の製造所が作成した JIS Z 7253 (ＧＨＳに基づく化学品の危険有害性情報の伝達方 

  法－ラベル、作業場内の表示及び安全データシート (ＳＤＳ) ) による安全データシ 

  ート (ＳＤＳ) を常備し、記載内容の周知徹底を図るため、ラベル等により取り扱う 

  化学品の情報を作業場内に表示し、作業者の健康、安全の確保及び環境保全に努める。 

 (3) 作業期間中は、作業環境の改善、作業現場の美化等に努める。 

 

26 業務に伴う廃棄物の処理等 

 (1) 廃棄物の処理等 

  ア 業務の実施（修繕や部品交換など）に伴い発生した廃棄物の処理は、原則として 

   受注者の負担により行う。ただし、新たな支給材料との交換に伴い不要となったも 

   の及び汚水槽・雑排水槽の清掃の汚泥等で発生するごみ、吸殻等の廃棄物は除く。 

  イ 発生材の保管場所及び集積場所は、特記による。 

 (2) 発生材の処理等 

  ア 発生材の抑制、再利用及び再資源化並びに再生資源の積極的活用に努める。なお、 

   設計図書に定められた以外に、発生材の再利用及び再資源化並びに再生資源の活用 

   を行う場合は、監督官と協議する。 

  イ 発生材の処理は、次による。 

    発生材のうち、発注者に引渡しを要するものは、金属類及びポリ塩化ビフェニル 

   （以下「ＰＣＢ」という。）含有物とする。なお、引渡しを要するものは、監督官の 

   指示を受けた場所に保管する。また、保管したものの調書を作成し、監督官に提出 

   する。 

  ウ 発生材のうち、作業現場において再利用及び再資源化を図るものは、特記による。 

   なお、再資源化を図るものは、分別を行い、所定の再資源化施設等に搬入する。ま 

   た、搬入したものの調書を作成し、監督官に提出する。 

  エ イ以外のものは、全て作業現場外に搬出し、建設リサイクル法、資源有効利用促 

   進法、廃棄物処理法その他関係法令等に基づくほか、建設副産物適正処理推進要綱 

   を踏まえ、適切に処理のうえ、監督官に報告する。なお、産業廃棄物に関しては、産 

   業廃棄物管理票（マニフェスト）の写し（Ａ、Ｂ２、Ｄ、Ｅ票）を契約工期内に提出 

   する。 

  オ 特別管理産業廃棄物の種類及び処理方法は、特記による。なお、特別管理産業廃 

   棄物は、人の健康や生活環境に被害を生じるおそれが多いため、その取扱いや処理 

   方法等を定めた関係法令を遵守して、適切に対応する。 

 

 

件  名 １３号建物小型貫流ボイラー点検保守役務 図面番号 ８／１７ 

種  別 仕様書（共通仕様書） 縮  尺  

陸上自衛隊座間駐屯地業務隊管理科 

 



  カ せっこうボードの処理方法は、次による。 

   (ｱ) 石綿含有せっこうボードの処理は、特記による。 

   (ｲ) ひ素・カドミウム含有せっこうボードの処理は非含有せっこうボードと分別し 

    て解体した後、解体した材料を製造業者に処分を委託するか、または、管理型最 

    終処分場で埋立処分するものとし、適用は特記による。 

  キ カの(ｱ)及び(ｲ)以外のせっこうボードの処理は次の①または②により、適用は特 

   記による。 

    ① 最終処分とする場合は、管理型最終処分場で埋立処分する。 

    ② 再資源化する場合は、再資源化施設の受入条件を確認のうえ、適切に分別し 

     た後、再資源化施設で再資源化する。 

  ク ＰＣＢ含有シーリング材の処理は、次による。 

   (ｱ) ＰＣＢ含有シーリング材の分析調査及び撤去は、特記による。 

   (ｲ) ＰＣＢ含有シーリング材は、ＰＣＢが飛散しないように適切な容器に納め、適 

    切な場所に保管し、工事完了後、監督官に引き渡す。 

  ケ 建設廃棄物の保管 

    建設廃棄物の作業現場内の保管に当たり、周辺の生活環境に影響を及ぼさない。 

   また、廃棄物処理法の「産業廃棄物保管基準」に基づき、分別した廃棄物の種類ごと 

   に保管する。 

  コ 建設廃棄物の運搬、処分等の委託 

   (ｱ) 建設廃棄物の運搬、処分等の委託契約は、廃棄物処理法に基づき、委託先ごと 

    に個別に書面で行う。また、運搬または処分を委託した場合は、建設廃棄物の処 

    理の状況に関する確認を行い、最終処分までの処理が適正に行われるための必要 

    な措置を講ずる。 

   (ｲ) 建設廃棄物の運搬の委託先は、廃棄物処理法で定める事業許可のある産業廃棄 

    物収集運搬事業者とする。 

     なお、運搬途上で積替え保管を行う場合は、当該廃棄物の積替え及び保管の事 

    業許可を確認する。 

   (ｳ) 建設廃棄物の処分の委託先は、廃棄物処理法で定める事業許可のある産業廃棄 

    物処分事業者とする。 

   (ｴ) 混合廃棄物の処分または再生の委託先は、選別設備を有する中間処理施設また 

    は再資源化施設とする。 

   (ｵ) 建設廃棄物の運搬または処分を委託する場合は、最終処分が終了したことを確 

    認する。 

 

27 業務の検査 

  受注者は、本仕様書に記載された事項のすべてが完了し場合は、監督官と調整し発注 

 者の指定した者（検査官）が行う業務の検査を受けるものとする。 

 

28 作業用仮設物及び持込み資機材等 

 (1) 作業用足場等 

  ア 点検に使用する脚立等は受注者の負担による。ただし、高所作業に必要な足場等 

   （作業床高さ２ｍ以上）は、特記による。 

  イ 足場等は、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）、「建設工事公衆災害防止 

   対策要綱（建築工事等編）」(令和元年国土交通省告示第４９６号)、その他関係法令 

   等に適合する材料及び構造のものとする。 
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 (2) 持込み資機材 

   受注者の持込み資機材は、原則として毎日持ち帰るものとする。ただし、業務が複 

  数日にわたる場合であって、施設管理担当者の承諾を受けた場合には残置することが 

  できる。なお、残置資機材の管理は、受注者等の責任において行う。 

 

29 危険物等の取扱い 

  業務で使用するガソリン、薬品、その他の危険物の取扱いは、関係法令等による。 

 

30 点検の範囲 

 (1) 定期点検及び臨時点検の対象部分、数量等は、特記による。 

 (2) 特記した対象部分について点検を実施し、その結果を報告する。また、特記した対 

  象部分以外について異常を発見した場合には、その旨を施設管理担当者に報告する。 

 (3) 特記した対象部分に、作業項目または作業内容の対象となる部分がない場合は、当 

  該作業項目又は作業内容に係る点検を実施することを要さない。 

 

31 保守の範囲 

  定期点検、臨時点検又は１２条点検の結果に応じ、実施する保守の範囲は、次のとお 

 りとする。 

 (1) 汚れ、詰まり、付着等がある部品又は点検部の清掃 

 (2) 取付け不良、作動不良、ずれ等がある場合の調整 

 (3) ボルト、ねじ等で緩みがある場合の増締め 

 (4) 次に示す消耗部品の交換又は補充 

  ア 潤滑油、グリス、充填油等 

  イ ランプ類、ヒューズ類 

  ウ パッキン、ガスケット、Ｏリング類 

  エ 精製水 

  オ 接触部分、回転部分等への注油 

  カ 軽微な損傷がある部分の補修 

  キ 塗装（タッチペイント） 

  ク その他特記で定めた事項 

 

32 点検及び保守等の実施 

 (1) 点検を適正に行い、必要に応じて、保守その他の措置を講ずる。 

 (2) 点検を行う場合には、あらかじめ施設管理担当者から劣化及び故障状況を聴取し、 

  点検の参考とする。 

 (3) 測定を行う点検は、定められた測定機器又は当該事項専用の測定機器を使用する。 

 (4) 異常を発見した場合には、同様な異常の発生が予想される箇所の点検を行う。 

 

33 支給材料 

  保守に用いる次の消耗品、附属品等は、特記がある場合を除き、支給材料とする。 

  ・ランプ類 

  ・ヒューズ類 

  ・発電機・原動機用の潤滑油及び燃料 

 

 

 

件  名 １３号建物小型貫流ボイラー点検保守役務 図面番号 １０／１７ 

種  別 仕様書（共通仕様書） 縮  尺  

陸上自衛隊座間駐屯地業務隊管理科 

 



34 応急措置等 

 (1) 点検の結果、対象部分に脱落、落下又は転倒のおそれがある場合、また、継続使用す 

  ることにより著しい損傷又は関連する部材・機器等に影響を及ぼすことが想定される 

  場合は、簡易な方法により応急措置を講じるとともに、速やかに施設管理担当者に報 

  告する。 

 (2) 落下、飛散等のおそれがあるものについては、その区域を立入禁止にする等の危険 

  防止措置を講じるとともに、速やかに施設管理担当者に報告する。 

 (3) 応急措置または危険防止措置にかかる費用は、施設管理担当者との協議による 

 

35 点検の省略 

  次に掲げる部分は、点検を省略することができる。ただし、法定点検や特記がある 

 場合はこの限りでない。 

  ア 容易に出入りできる点検口のない床下又は天井裏にあるもの。 

  イ 配管または配線のための室、屋上その他にある機器で、容易に出入りできない場 

   所にあるもの 

  ウ 電気の通電または運転を停止することが極めて困難な状況にあるもの及びその付 

   近にあるもので、点検することが危険であるもの。 

  エ 地中若しくはコンクリートその他の中に埋設されているもの。 

  オ 足場のない給気又は排気のための塔 

  カ ロッカー、家具等があり点検不可能なもの。 

 

36 点検及び保守に伴う注意事項 

 (1) 点検及び保守の実施の結果、対象部分の機能、性能を現状より低下させてはならな 

  い。 

 (2) 点検及び保守の実施に当たり、仕上げ材、構造材等の一部撤去又は損傷を伴う場合 

  には、あらかじめ施設管理担当者の承諾を受ける。 

 (3) 点検に使用する脚立等は受注者の負担とする。ただし、高所作業に必要な足場、仮 

  囲い等（作業床高さ２ｍ以上）は、特記による。 

 

37 法定点検等 

  関係法令（建築基準法及び官公法を除く。）に基づく法定点検の実施 

  関係法令に基づく法定点検は、本仕様書の定めにより適切に実施する。また、本仕様 

 書の定めがない場合は、特記による。 

 

38 １２条点検の実施 

 (1) １２条点検の実施は、特記による。 

 (2) １２条点検の点検項目は、特記による。特記がなければ、点検項目Ａに示す点検項 

  目とする。 

  ア 点検項目Ａ 

    別表 点検等及び確認整理表の｢官公法１２条点検｣欄に点検周期の記載がある調 

   査項目又は検査項目 

  イ 点検項目Ｂ 

    別表 点検等及び確認整理表の｢建基法１２条報告検査等｣欄に点検周期の記載が 

   ある調査項目又は検査項目 

 

 

件  名 １３号建物小型貫流ボイラー点検保守役務 図面番号 １１／１７ 

種  別 仕様書（共通仕様書） 縮  尺  

陸上自衛隊座間駐屯地業務隊管理科 

 



  ウ １２条点検を実施する場合は、必要な資格を有する者が、建築基準法または官公 

   法に規定する点検方法、調査方法又は検査方法等により実施する。 

  エ 38(2)ウにおいて特記に示された点検表備考欄に[１２条点検]と記載のある点検 

   項目に係る点検は、本仕様書の作業内容に換えて、１２条点検により履行する。 

  オ １２条点検を実施する場合は、１２条点検の結果に応じ、31「保守の範囲」に定め 

   るところにより保守を実施する。 

  カ １２条点検を実施する場合の点検記録書式は、施設管理担当者が定める様式とす 

   る。 

 

39 支障がない状態の確認の実施 

 (1) 点検は、点検項目Ａを標準的な点検周期で実施することで、官公法第１３条第１項 

  に基づく「国家機関の建築物及びその附帯施設の保全に関する基準」（平成１７年国土 

  交通省告示第５５１号）の実施のために定められた「国家機関の建築物等の保全に関 

  する基準の実施に係る要領」第６に定める支障がない状態の確認を兼ねるものとする。 

 (2) 支障がない状態の確認の記録は、施設管理担当者が定める様式により報告する。 

 

40 官公署その他への届出手続等 

 (1) 業務の着手、施工及び完成に当たり、関係法令等に基づく官公署その他の関係機関 

  への必要な届出手続等を遅滞なく行う。 

 (2) (1)に規定する届出手続等を行うに当たり、届出内容について、あらかじめ監督官 

  に報告する。 

 (3) 関係法令等に基づく官公署その他の関係機関の検査に必要な資機材、労務等を提供 

  する。 

 

41 関係法令等の遵守 

  業務の履行に当たり、関係法令等に基づき、業務の円滑な進行を図る。 

 

42 書面の書式及び取扱い 

 (1) 保全共通仕様書において書面により行わなければならないとされている承諾、指示、 

  協議、報告については、「工事打合せ簿」を基本とする。 

 (2) 書面を提出する場合の書式は、次による。 

  ア 工程表 

  イ 工事日誌 

  ウ 工事打合せ簿（発生の都度） 

  エ 工事材料搬入報告書 

  オ 物品貸与簿（発生の都度） 

  カ 材料支給簿（発生の都度） 

  キ その他必要な書類（監督官の指示による。） 

 

43 既存部分等への処置 

 (1) 業務目的物の完了済み部分等について、汚損しないよう適切な養生を行う。 

 (2) 既存部分の養生は、特記による。 

 (3) 作業に際し、既存部分を汚損した場合は、監督官に報告するとともに、承諾を受け 

  て受注者負担のうえ速やかに原状に準じて補修する。 
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44 後片付け 

  業務の完了に当たり、建築物等の内外の後片付け及び清掃を行う。 

 

45 石綿含有建材の調査 

  あらかじめ関係法令等に基づき、次により、石綿含有建材の事前調査を行う。 

 (1) 調査範囲、既存の設計図書、石綿含有建材の調査報告書の貸与等は、特記による。 

 (2) 調査は、既存の設計図書、石綿含有建材の調査報告書等の書面調査及び現地での目 

  視調査により確認し、調査結果を取りまとめ、監督官に提出するとともに、その写し 

  を作業の現場に備え置く。また、関係法令等に基づき、官公署へ報告を行う。なお、分 

  析調査を行う場合は「建材中の石綿含有率の分析方法について」（平成 18 年 8月 21日 

  基発第 0821002号、最終改正 令和 3年 12月 22日基発 1222第 17号）に基づき、定性 

  分析または定量分析を行うこととし、適用は特記による。 

 (3) 調査の結果、設計図書と異なる場合は、監督官と協議する。 

 

46 化学物質の濃度測定 

 (1) 建築物の室内空気中に含まれる化学物質の濃度測定の実施は、特記による。 

 (2) 測定時期、測定対象化学物質、測定方法、測定対象室、測定箇所数等は、特記によ 

  る。 

 (3) 測定結果は、監督官に提出する。 

 

47 業務完了時の提出図書 

  業務完了時の提出図書は、次による。なお、検査官の検査を受ける前に監督官に提出 

 する。 

 (1) 作業写真（写真帳Ａ４版に整理したもの１部） 

 (2) 保全に関する資料（１部） 

  ア 建築物等の利用に関する説明書（保証書等含む。） 

  イ 機器取扱い説明書 

  ウ 機器性能試験成績書 

  エ 官公署届出書類 

  オ 産業廃棄物管理票（マニフェスト（Ａ、Ｂ２、Ｄ、Ｅ票）の写し１部） 

  カ その他監督官から指示された書類（指示された部数） 

 

48 入門手続き等 

  座間キャンプ内への入門については、在日米陸軍が定める関係規則に従い次のとおり 

 とする。 

  受注者等（作業員含む。）及び車両の座間キャンプ内への入門にかかる申請は官側で実 

 施するため、受注後速やかに監督官が指示する書類を監督官に１部提出する。 

  ア 米軍キャンプ座間入門者名簿 

  イ 名簿に記載された事項を証明する次の内１点の書類の写し 

   (ｱ) 運転免許証（表・裏） 

   (ｲ) パスポート 

   (ｳ) マイナンバーカード（１６桁の個人番号が必要、入門当日本籍地が記載された 

    ６か月以内に発行された住民票の写しの提示が必要） 

  ウ 車両で入門する場合、入門当日に車検証、自賠責保険証、任意保険証（保障：対 

    人３０００万円以上、対物３００万円以上）が必要 
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特記仕様書 

 

１ 対象設備 

対象設備は、【表１】、点検内容は、【表２】、交換部品は、【表３】とする。 

 

【表１】対象設備 
設置場所 品 名 規 格 数量 備 考 

１３号建物 

１階需品整備工場 小型貫流ボイラー 
三浦工業㈱ 

SU-160GFF １基 

相当蒸発量 160kg/h 

最高使用圧力 0.69MPa 

伝熱面積 2.5 ㎡ 

燃料消費量 9.9 ㎥ N/h(13A) 

 

【表２－１】点検内容 

管理項目 点検項目 備考 

１．性能管理 ①排ガス温度測定 熱電対式温度計により、ボイラー排ガス温

度を測定 

②燃焼調整 低・高燃焼状態で排ガス中のＯ２濃度測定

を行い、燃焼（空気比）を最適に調整 

また、スモーク度計もしくはＣＯ計によ

り、排ガス中の煤煙濃度が基準値内になるよ

う調整 

③炉内圧力調整 定格出力時の炉内圧力計にて測定し、煤付

着状況や燃焼量の過小過多を確認・調整 

④バーナ調整実施 必要に応じてバーナの分解、点検（点火装

置の調整及び、バーナチェック等を行い、炎

センサの機能チェックを抵抗値又は電圧測定

により実施 

２．水管理 ①スケール付着状況・

腐食状況の点検 

管寄せ・水管内部を視認し、メーカー設定

基準に基づいてスケール付着状況及び腐食状

況を確認 

また、必要に応じてビデオスコープで確認 

②軟水装置の機能点検 硬度指示薬による軟水の可否確認や軟水装

置への通水圧力の確認等、軟水装置の機能チ

ェックを実施 

場合によっては、サンプリングし、分析結

果を提出 

③薬注装置の機能点検 薬品がボイラーに供給されているかの確認 

また、ドレン回収量が変わったり水質に変

化が認められた場合は、薬品投入量や使用薬

品変更を実施 

３．機能点検 ①安全弁点検 作動点検。 

②給水制御及び低水位

遮断弁確認 

給水制御装置の整備を行い、運転中の低水

位遮断弁の作動確認 

③不着火・疑似炎遮断

確認 

燃焼調整後、運転中の不着火・疑似炎遮断

の確認 
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【表２－２】点検内容 

管理項目 点検項目 備考 

 ④加熱サーモ作動確認 水管材料温度を計測し、安全温度をチェ

ックしている加熱サーモの作動確認 

⑤プレパージ・ポスト

パージタイミングの点

検 

燃焼制御におけるプレパージ・ポストパ

ージが規定値の範囲内にあるかどうかの確

認 

⑥その他 a.耐火材点検 

b.エアレジスタの燃焼状況確認 

c.ガス漏れ、油漏れ、水漏れ及び蒸気漏れ

点検 

d.送風機及びダンパ点検 

e.給水ライン点検 

f.燃焼ライン点検 

 

【表３】交換部品 

品 名 型 式 メーカー 数 量 

スパークロッド 0881-205-1003 SU-350G 三浦工業㈱ １個 

フレームロッド SU-250G 三浦工業㈱ １個 

 

２ 試運転調整 

  点検終了後に試運転調整を行い、機器が正常に作動する事を確認する。 

 

３ その他 

 (1) 座間駐屯地内での作業日時は、監督官と事前に十分に調整する。 

 (2) 完了検査合格後に、本工事での作業欠陥が原因とみられる不具合の発生については、 

  受注者は１年間その責を負う。 

 (3) 作業中に仕様書に記載されていない部分の異常を発見した場合は、速やかに監督官 

  に報告するとともに指示を受ける。なお、別途経費が必要な修理等が発生する場合は 

  書面にて監督官に報告書（見積書を含む）を１部提出する。 
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